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株 主 各 位
東京都品川区西五反田四丁目32番１号

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

代表取締役社長 下 條 治

第51回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第51回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいます

ようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の

議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、ご送付いただくか、インターネットにより議決

権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、賛否を入力されるか、何れかの方法に

より、平成28年６月23日（木曜日）午後５時30分までに到着するよう議決権をご行使して

いただきますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時：平成28年６月24日（金曜日）午前10時00分

２．場 所：東京都品川区西五反田四丁目32番１号

東京日産西五反田ビル２号館２階 当社本社会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項：

報 告 事 項 １．第51期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結

計算書類監査結果報告の件

２．第51期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類

の内容報告の件
決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件

第３号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

４．議決権の行使等についてのご案内

　40頁から41頁に記載の【議決権の行使等についてのご案内】をご参照ください。

以 上
〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰 〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎本招集ご通知の添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.ncd.co.jp/）に掲載いたしますので
ご了承ください。
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(添 付 書 類)

第51期事業報告

(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、良好な企業収益を背景に雇用・所得

環境が改善するなど、景気は緩やかな回復基調にありますが、中国を始めとす

る新興国の景気減速などの影響もあり、先行き不透明な状態で推移いたしまし

た。

　当情報サービス業界におきましては、ＩＴ環境の変化や技術者の不足等あっ

たものの、企業収益の回復のもと、大企業を中心にＩＴ関連投資意欲が高まっ

てまいりました。

　このような環境のもと当社グループにおきましては、スローガン『Change ＆

Challenge』をさらに加速させ、環境の変化に即応するアクティブな企業体質へ

の転換を図ってまいりました。

　特に当期におきましては、次代を担うNewサービスの創出を強力に推進するた

め、「新ビジネス推進部」を立上げ、新製品販売に向けた研究開発など積極的に

活動してまいりました。その結果、平成28年１月より「高速データ処理デバイ

ス」新製品の販売を開始することができました。

　当連結会計年度におきましては、当社単独では、各事業とも順調に案件獲得

が進んだことや、不採算プロジェクトの解消等により、前期と比較して増収増

益となりました。一方、子会社の株式会社ゼクシスは、本社移転による経費増

などがありましたが、順調に案件獲得が進み、計画通りの売上を確保いたしま

した。また、ＮＣＤテクノロジー株式会社では、ＩＴ基盤事業拡大への継続投

資を行ってまいりましたが、ようやく利益確保の目処がたってきました。この

結果、当社グループ全体では、前期比大幅な増収増益を達成することができま

した。

　以上により、当連結会計年度の売上高は、13,843百万円（前期比5.5％増）、

営業利益382百万円（前期比57.0％増）、経常利益389百万円（前期比51.4％増）、

親会社株主に帰属する当期純利益205百万円（前期比391.5％増）となりました。
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　(2) 部門別の概況

　 当社グループの事業部門別概況は、次のとおりであります。

　 ① システム開発事業

営業体制強化による効果が現われ順調に案件獲得が進んだことにより増収と

なりました。またプロジェクト進捗管理、品質管理強化策が功を奏し、不採算

プロジェクトの解消が進んだことにより大幅な増益となりました。この結果、

売上高5,515百万円（前期比1.1％増）、売上総利益843百万円（前期比50.6％増）

となりました。

　 ② サポート＆サービス事業

　業務拡大に伴う新たな拠点である江東サービスセンター開設のための費用を

初め、新規領域獲得のための投資がかさみましたが、順調な増員要請に基づく

事業拡大が続き増収増益とすることができました。この結果、売上高3,480百万

円（前期比11.9％増）、売上総利益330百万円（前期比3.2％増）となりました。

　 ③ パーキングシステム事業

自治体の指定管理案件や月極め駐輪場のＥＣＯＰＯＯＬ（※１）の受注が順

調に伸びてきており、増収増益となりました。この結果、売上高4,818百万円

（前期比8.5％増）、売上総利益937百万円（前期比9.6％増）となりました。

（※１）ＥＣＯＰＯＯＬ（エコプール）

　24時間、どこからでもスマートフォン、パソコンからWebでの契約、更新、解約、キ

ャンセル待ち等の手続きができ、更にクレジットカードやコンビニエンスストアでの

決済を可能にした、月極め駐輪場運営システムです。
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部門別売上状況
(単位：百万円、％)

期 別

部 門 別

第 50 期

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

第 51 期

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

対前年比較増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減比

システム開発事業 5,454 41.6 5,515 39.8 60 1.1

サ ポ ー ト ＆
サ ー ビ ス 事 業

3,111 23.7 3,480 25.2 368 11.9

パ ー キ ン グ
シ ス テ ム 事 業

4,440 33.9 4,818 34.8 377 8.5

そ の 他 事 業 109 0.8 29 0.2 △79 △72.7

合 計 13,115 100.0 13,843 100.0 727 5.5

　
　(3) 企業集団が対処すべき課題

　当社グループのシステム開発事業におきましては、引き続き営業に力を入れ

ることや、ＩＴ環境の変化に対応することにより、今まで以上に受注を強化し

てまいります。一方、Newビジネス創出の一環として新発売した「高速データ処

理デバイス」に関しましては、更なる研究開発を進め、より機能アップした製

品に育ててゆくとともに、新たな研究開発にも果敢に挑戦してまいります。

　サポート＆サービス事業におきましては、子会社での技術要員確保が軌道に

乗り、次年度以降の収益確保に大きな期待ができます。さらに、今後引き合い

案件も多く見込まれることから、引き続き技術要員の確保と業務ローテーショ

ンを継続的に実行いたします。

　パーキングシステム事業におきましては、事業の基盤となるEcoStation21

（エコステーション21）、コミュニティサイクルのｅｃｏｐｏｒｔ（エコポート）

（※２）、月極め駐輪場システムのＥＣＯＰＯＯＬ（エコプール）３商品を柱に

街の駐輪問題を解決する新時代の駐輪システムとして、競合他社との差別化を

図ることにより、新たな需要を確実に受注につなげてまいります。また、新発

売した骨伝導ワイヤレスヘッドホンのＣＯＤＥＯ（コデオ）（※３）の販売や、

快適な自転車ライフを応援するための店舗として新規開店したＢ‐ＳＰＡＣＥ

（ビースペース）など、新たなＢtoＣ事業にも積極的にチャレンジしており、こ

れらの事業を着実に育ててゆくとともに、自転車に関連する幅広い事業展開を

創出・推進し続けてまいります。

（※２）ｅｃｏｐｏｒｔ（エコポート）
　この事業は、自転車の貸し出し・返却の拠点をサービス地域内に複数箇所設置し、

利用者が各拠点に設置してある自転車を、場所を限定せずに利用・返却でき、利用時

間によって課金するサービスを提供するものです。
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（※３）ＣＯＤＥＯ（コデオ）
　耳を塞がずに骨伝導（音の振動を頭蓋骨、頬骨などを通じ、直接聴覚神経に届け、

言葉や音として伝える）により会話や音楽が楽しめるヘッドホンです。携帯電話とペ

アリング（Bluetoothで接続）することで、会話や音楽が楽しめ、耳を塞がないため、

ハンズフリーで自転車走行、ランニング等をすることができます。

　(4) 設備投資等の状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。

　(5) 資金調達の状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。

　(6) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。

　(7) 他の会社の事業の譲受けの状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。

　(8) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。

　(9) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当期におきましては、特記すべき事項はありません。
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　(10)財産及び損益の状況の推移

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

期 別

区 分

第 48 期
自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

第 49 期
自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

第 50 期
自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

第 51 期
自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売 上 高(百万円) 11,790 11,946 13,115 13,843

経 常 利 益 (百万円) 289 310 257 389

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 119 124 41 205

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 13.72 14.28 4.80 23.59

総 資 産 (百万円) 9,568 9,603 10,058 10,232

純 資 産 (百万円) 2,629 2,701 2,573 2,514

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 301.47 309.72 295.09 288.33

　 ② 当社の財産及び損益の状況の推移

期 別

区 分

第 48 期
自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

第 49 期
自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

第 50 期
自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

第 51 期
自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売 上 高(百万円) 9,634 9,672 10,960 11,720

経 常 利 益 (百万円) 309 250 271 341

当 期 純 利 益(百万円) 154 108 125 183

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 17.76 12.48 14.40 21.04

総 資 産 (百万円) 8,756 8,860 9,352 9,503

純 資 産 (百万円) 2,464 2,489 2,420 2,515

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 282.62 285.46 277.53 288.45
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　(11)重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社ゼクシス 96百万円 100.0％

システム開発事業
サポート＆サービス事業
その他

ＮＣＤテクノロジー株式
会社

40百万円 100.0％

システム開発事業
サポート＆サービス事業
パーキングシステム事業
その他

天津恩馳徳信息系統開発
有限公司

300千米ドル 100.0％ システム開発事業

　(12)主要な事業内容

当社の企業集団は、システム開発事業、サポート＆サービス事業及びパーキ
ングシステム事業を主として行っており、各事業の内容は以下のとおりであり
ます。

事業の種類別セグメントの名称 事 業 内 容

システム開発事業
（当社）
（株式会社ゼクシス）
（ＮＣＤテクノロジー株式会社）
（天津恩馳徳信息系統開発有限公司）

システム開発：

システム維持：

コンサルティング
システムインテグレーシ
ョンサービス
パッケージソリューショ
ンサービス
アプリケーションシステ
ムの保守及び運用

サポート＆サービス事業
（当社）
（株式会社ゼクシス）
（ＮＣＤテクノロジー株式会社）

テクニカルサポートサービス、ヘルプデス
クサービス、アウトソーシングサービス、
システム等管理運営

パーキングシステム事業
（当社）
（ＮＣＤテクノロジー株式会社）

自転車駐車場管理システムの販売及び運
営、並びにこれらに関するコンサルティン
グ、関連商品の販売

その他
（当社）
（株式会社ゼクシス）
（ＮＣＤテクノロジー株式会社）

その他のサービス
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　(13)事 業 所

会 社 名 事 業 所 所 在 地

当社

本社 東京都品川区

福岡営業所 福岡市博多区

長崎営業所 長崎県長崎市

江東サービスセンター 東京都江東区

株式会社ゼクシス 本社 大阪市中央区

ＮＣＤテクノロジー株式会社 本社 東京都品川区

天津恩馳徳信息系統開発有限公司 本社 中国天津市

（注）平成27年11月2日付で、江東サービスセンターを開設いたしました。

　(14)従業員の状況

　① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

832名（414名） 17名増（4名増）

(注) １．従業員数は就業人員数であり、執行役員５名を含んでおります。
２．臨時従業員は（ ）内に年間平均雇用人数を外数で記載しております。
３．臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除

いております。

　② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

554名（365名） 7名減（10名増） 38.2歳 12.8年

(注) １．従業員数は就業人員数であり、執行役員５名を含んでおります。
２．臨時従業員は（ ）内に年間平均雇用人数を外数で記載しております。
３．臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除

いております。

　

　(15)主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300
百万円

株式会社みずほ銀行 299

株式会社りそな銀行 100

株式会社三井住友銀行 100

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 100

日本生命保険相互会社 107
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 14,000,000株

(2) 発行済株式の総数 8,721,484株（自己株式78,516株を除く）

(3) １単元の株式の数 100株

(4) 当 期 末 株 主 数 4,475名(前期比2,371名増)

　(5) 大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

エスアンドエス有限会社 780
千株

8.94
％

ＮＣＤ社員持株会 489 5.61

下 條 武 男 460 5.27

株式会社北斗 430 4.93

小 黒 節 子 280 3.21

原 睦 男 230 2.64

寺 内 吉 孝 200 2.29

日本証券金融株式会社 172 1.98

山 田 正 勝 172 1.97

村 山 俊 生 167 1.91

(注） 持株比率は自己株式(78,516株)を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
　(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 下 條 治 ＮＣＤテクノロジー株式会社取締役

取 締 役 相 談 役 伊 藤 敬 夫
株式会社ゼクシス取締役
ＮＣＤテクノロジー株式会社取締役

取締役(執行役員) 村 山 俊 生 新ビジネス推進部長

取締役(執行役員) 岸 賢
福岡営業所担当兼長崎営業所担当
株式会社ゼクシス取締役

取締役(執行役員) 森 山 聡 経営企画室長兼情報管理部担当

取締役(執行役員) 上 田 晋太郎 パーキングシステム事業部長

社 外 取 締 役 高 木 洋 二

社外取締役(監査等委員) 中 山 かつお
公認会計士
株式会社アイティフォー取締役

社外取締役(監査等委員) 井 元 義 久 弁護士

社外取締役(監査等委員) 仙北谷 哲 男

(注) １．当社は、平成27年6月24日開催の第50回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会
設置会社へ移行いたしました。これに伴い、常勤監査役村山俊生氏が取締役に、取締役仙
北谷哲男氏、監査役中山かつお氏、監査役井元義久氏が監査等委員である取締役に選任さ
れ、就任いたしました。また、高木洋二氏が取締役に新たに選任され、就任いたしました。

２．取締役高木洋二氏、取締役中山かつお氏、取締役井元義久氏、及び取締役仙北谷哲男氏は、
社外取締役であります。

３．取締役中山かつお氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

４．取締役高木洋二氏、取締役中山かつお氏、取締役井元義久氏、及び取締役仙北谷哲男氏は、
東京証券取引所の「有価証券上場規程」第436条の２に規定する独立役員であります。

５．ＮＣＤテクノロジー株式会社は、当社が全額出資する子会社であり、当社は同社との間で
システム開発業務の委託等の取引関係があります。

６．株式会社ゼクシスは、当社が全額出資する子会社であり、当社は同社との間でシステム開
発業務の委託等の取引関係があります。

７．その他の兼職先と当社との間には、特別な利害関係はありません。
８．当社は、監査等委員会の職務を補助する者として、内部監査室の社員をあてており、重要

会議への出席等を通じて情報の収集を行うなど、監査の実効性を確保していることから、
常勤の監査等委員の選定を行っておりません。

９．平成28年4月1日付組織変更に伴い、以下のとおり取締役の担当について変更がありました。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取締役(執行役員) 岸 賢
ＩＴ事業西日本推進担当
株式会社ゼクシス取締役

取締役(執行役員) 森 山 聡 経営企画室長

取締役(執行役員) 上 田 晋太郎 パーキングシステム事業部長兼新公共政策推進室担当
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10．当社は、執行役員制度を導入しております。平成28年4月1日現在、前記の取締役を兼務し
ている者以外の各執行役員の氏名及び担当は次のとおりであります。

　
氏 名 担 当

小 林 勇 記 管理本部長兼経理部長

高 木 洋 ＩＴ事業統括担当

田 辺 信 幸 ＩＴ事業部長

杉 本 典 彦 ＩＴ事業部副事業部長

宮 田 大 介 ＩＴ事業部副事業部長

中 根 純 一 パーキングシステム事業部副事業部長

　(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償

責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外

取締役との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令が規定する額としております。

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支 給 額 摘 要

取締役
(監査等委員を除く)

8名 112,846千円 (うち社外取締役 2名 3,607千円)

社外取締役
(監査等委員)

3名 5,849千円

監査役 3名 3,831千円 (うち社外監査役 2名 1,299千円)

(注) 1．上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期繰入額（監査等委員を除く取締役13,466
千円（うち社外取締役277千円）、監査等委員である社外取締役449千円、監査役381千円
（うち社外監査役99千円）、及び当期未払役員賞与計上額（取締役4,550千円）が含まれて
おります。

2．当社は、平成27年6月24日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行いたし
ました。従って、監査役に対する支給額は本件移行以前の期間に係るものであり、監査等
委員に対する支給額は本件移行後の期間に係るものであります。
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　(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

　「(1) 取締役の氏名等」に記載のとおりであります。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

　 ③ 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 高 木 洋 二

社外取締役就任後に開催した定例及び決算取締役

会（8回のうち8回に出席）やその他重要会議に出

席し、主に経営者としての豊富な経験を基に、助

言・提言を行っております。

社外取締役
(監査等委員)

中 山 かつお

当事業年度に開催した定例及び決算取締役会（12

回のうち11回に出席）、監査役会及び監査等委員

会（6回のうち6回に出席）やその他重要会議に出

席し、主に公認会計士としての専門的見地から、

助言・提言を行っております。

社外取締役
(監査等委員)

井 元 義 久

当事業年度に開催した定例及び決算取締役会（12

回のうち10回に出席）、監査役会及び監査等委員

会（6回のうち5回に出席）に出席し、主に弁護士

としての専門的見地から、助言・提言を行ってお

ります。

社外取締役
(監査等委員)

仙北谷 哲 男

当事業年度に開催した定例及び決算取締役会（12

回のうち11回に出席）、監査等委員会（4回のうち

4回に出席）やその他重要会議に出席し、主に経

営者としての豊富な経験を基に、助言・提言を行

っております。
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４．会計監査人に関する事項
　(1) 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人

　(2) 会計監査人の報酬等の額

区 分 報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 28.5百万円

②当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

28.5百万円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金
融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分で
きないことから、上記①の金額は、これらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移
並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を
検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項の同意を行っておりま
す。

　(3) 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、監査等委員会の決議により、会計監査人の解任または不再任を

株主総会の会議の目的事項とすることといたします。また、会計監査人が会社

法第340条第1項の各号に定める項目に該当すると認められる場合、監査等委員

会は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

　(5) 過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項

当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締結に

関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分を

受けました。
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５．業務の適正を確保するための体制の整備及び運用に関する事項
当社における取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制、及び当該体制の運用状

況は、以下のとおりであります。

〔内部統制システムについて〕

１．内部統制システム構築に関する基本方針

（1）当社は、内部統制システムの整備にあたり、法令の遵守、損失の危機管理およ

び適正かつ効率的な事業運営を目的に各種対策を講じる。

（2）内部統制システムの整備・運用のため、内部統制委員会を設置し、規程・体制

等の整備を行うとともに、内部統制システムの有効性を評価した上で、必要な

改善を実施する。

２．内部統制システムに関する体制の整備

（1）取締役および社員の職務執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制

①当社グループ（当社およびその子会社からなる企業集団をいう）は、企業倫

理の確立ならびに取締役および社員による法令、定款および社内規程の遵守

の確保を目的に「ＮＣＤグループ行動規範」を制定し、その周知徹底を図

る。

②取締役は、重大な法令違反その他会社規程等の違反に関する重要な事実を発

見した場合は、直ちに監査等委員に報告するとともに、遅滞なく取締役会に

おいて報告する。

③内部監査室は、各部門の日常的な活動状況について、法令や社内規程の遵守

に関して計画的な監査を実施し、代表取締役社長および監査等委員に報告す

る。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①取締役の職務の執行に係る重要な文書および情報（議事録、決裁関係書類、

契約書、会計・財務関係書類等）は、文書および情報の管理に関する社内規

程に基づき、所管部署において適切な管理を行う。

②取締役から、当該文書および情報の閲覧の要求があった場合は、速やかに提

出する。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①事業上発生しうる損失の危険（以下「リスク」という）に備えるため、各種

損失に関する規程（内部情報管理規程、機密情報保護規程、個人情報保護規

程等）を制定する。
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②内部統制委員会は、各種規程に基づき内部統制システムの整備、リスクの未

然防止について検討、対処する。

③取締役会は、リスク管理の状況について監視し、必要に応じて指示を行う。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役の適切な責任分担と監督体制により効率的な事業運営を行うため、組

織の構成と各組織の役割を定めた、組織規程と職務権限規程を制定する。

②取締役会規程を定め、毎月開催される取締役会において経営に関する重要事

項について決定を行うとともに、職務の執行状況について報告する。

③取締役会は、執行役員を任命し執行役員に対して権限委譲を行うことで、事

業運営に関する迅速な意思決定および機動的な職務執行を推進する。また、

毎月の執行役員会で執行役員より職務執行に関する報告を受ける。

（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

①子会社に対し取締役の派遣や「ＮＣＤグループ行動規範」に基づいた業務遂

行の情報共有を行うとともに、子会社の遵法体制その他業務の適正を確保す

るための体制の整備に関する指導および支援を行う。

②当社は、当社グループ各社の業態やリスクの特性等に応じた適切なリスク管

理を、会社毎に実施させる。

③子会社の取締役は、当社が毎月開催する執行役員会、あるいは必要に応じて

取締役会に出席し、当該子会社の経営活動について報告する。

④経理部は、子会社の経営内容を把握し、不正・誤謬の発生を防止するため、

子会社から定期的に事業および経理に関する報告を求める。

（6）監査等委員の職務を補助すべき社員に関する事項およびその社員の取締役から

の独立性に関する事項

①監査等委員がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合、監査等委

員と協議のうえ、監査等委員を補助する社員を指名するものとする。

②指名された社員の指揮権は、補助すべき業務を遂行する期間において監査等

委員に移譲されたものとし、当該業務遂行中は他の指揮命令を受けないもの

とする。

③当該社員の人事異動、評価等については監査等委員の意見を尊重し対処する

ものとする。

（7）取締役および社員が監査等委員に報告するための体制および監査等委員の監査

が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員は、執行役員会や取締役会に出席し、さまざまな報告を求めるこ

とができる。
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②取締役および社員は、監査等委員から業務執行等に関する事項の報告を求め

られた場合は、速やかに当該事項の報告を行う。

③当社は、当社グループ各社の取締役、監査役または社員が、当社グループ各

社の業務執行に関し重大な法令もしくは社内ルールに違反、または会社に著

しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき、これらの者またはこれ

らの者から報告を受けた者が、当社の監査等委員に報告を行う体制を整備す

る。

④当社は、当社グループ各社において、上記③の報告を行った者に対し、当該

報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑤当社は、監査等委員の職務の執行に係る費用等について、当社が監査等委員

の職務の執行に必要ないと認められる場合を除き、これを支払う。

（8）財務報告の適正性を確保するための体制

①財務報告の重要性を理解し、財務報告の適正性を確保するため関連諸規程お

よび内部統制システムを整備する。

②内部統制システムは取引の発生から財務諸表が作成される過程において、虚

偽や誤りが生じる要因を洗い出し、これらリスクがコントロールできるよう

に設計する。

③内部統制システムの有効性を整備面および運用面から評価し、不備が発見さ

れた場合は速やかに是正するとともに、期末時点での状況について適正な開

示を行う。

〔反社会的勢力排除について〕

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会の秩序や安全を阻害するおそれのある、あらゆる団体・個人との

関係を一切持たない。また、このような団体・個人から接触を受けたときは、速

やかに警察等のしかるべき機関に通報するとともに、暴力的あるいは不当な要求

に対しては、弁護士等を含め外部機関と連携して組織的に対処する。

　
２．反社会的勢力排除に向けた体制の整備

（1）「ＮＣＤグループ行動規範」に、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力、団体との関係は一切遮断する旨を明記し、すべての役員、使用人に対し啓

蒙活動を行う。

（2）公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟しており、当団体や株

主名簿管理人等から反社会的勢力関連の諸情報を収集し、不測の事態に備え、

常に最新の動向を把握するよう努める。

（3）これらの反社会的勢力に対する対応は、総務部が統括し、必要に応じ弁護士や

警察等外部機関と連携し、対処する。
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〔業務の適正を確保するための体制の運用状況について〕

　当社は、内部統制システムの整備及び運用状況について、内部統制委員会が中

心になり継続的にモニタリングを実施し、取締役会に報告しております。その上

で新たな対応が必要となった事項については、是正処置を行い、より適切な内部

統制システムの構築・運用に努めております。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業体質の強化と積極的な事業展開に備えて内部留保に努めるととも

に、配当性向や配当利回りなどを総合的に判断し、安定的な配当を維持することを

基本方針としております。今後におきましても、経営基盤の一層の強化と積極的な

事業展開を継続しつつ、配当性向として40％を目標に適切な利益還元を実施してゆ

く所存であります。

上記方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株当たり年間10円とい

たしました。このうち既に中間配当として５円の配当を実施しておりますので、期

末においては５円を配当いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未満を切り捨て、比率そ
の他については、表示単位未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 5,883,796 流動負債 3,661,884

現金及び預金 2,440,318 買掛金 609,249

受取手形及び売掛金 2,023,444 短期借入金 907,301

リース債権及びリース投資資産 832,496 １年内返済予定の長期借入金 75,000

商品及び製品 26,327 リース債務 824,820

仕掛品 180,756 未払法人税等 69,436

繰延税金資産 167,554 賞与引当金 424,741

その他 224,338 その他 751,334

貸倒引当金 △11,440 固定負債 4,055,448

固定資産 4,348,274 長期借入金 25,000

有形固定資産 927,470 リース債務 1,979,354

建物及び構築物 104,169 役員退職慰労引当金 169,747

工具、器具及び備品 303,053 退職給付に係る負債 1,803,235

土地 317,735 その他 78,111

リース資産 202,482 負債合計 7,717,332

その他 29 （純資産の部）

無形固定資産 114,780 株主資本 2,600,447

その他 114,780 資本金 438,750

投資その他の資産 3,306,023 資本剰余金 903,593

投資有価証券 384,391 利益剰余金 1,277,506

長期貸付金 70 自己株式 △19,402

繰延税金資産 599,058 その他の包括利益累計額 △85,709

リース債権及びリース投資資産 1,845,593 その他有価証券評価差額金 34,874

その他 476,909 為替換算調整勘定 1,253

退職給付に係る調整累計額 △121,838

純資産合計 2,514,738

資産合計 10,232,070 負債純資産合計 10,232,070
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連結損益計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 13,843,315

売上原価 11,766,315

売上総利益 2,076,999

販売費及び一般管理費 1,694,822

営業利益 382,177

営業外収益

受取利息 179

受取配当金 4,633

補助金収入 16,920

その他 14,350 36,082

営業外費用

支払利息 15,560

保険解約損 6,349

固定資産除却損 5,290

その他 1,659 28,859

経常利益 389,399

特別損失

固定資産除却損 19,459

事務所移転費用 21,206

その他 2,615 43,282

税金等調整前当期純利益 346,117

法人税、住民税及び事業税 124,882

法人税等調整額 15,479 140,361

当期純利益 205,755

親会社株主に帰属する当期純利益 205,755
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 438,750 903,593 1,158,965 △19,402 2,481,907

当期変動額

剰余金の配当 △87,214 △87,214

親会社株主に帰属
する当期純利益

205,755 205,755

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 - - 118,540 - 118,540

当期末残高 438,750 903,593 1,277,506 △19,402 2,600,447

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 43,567 1,582 46,627 91,778 2,573,685

当期変動額

剰余金の配当 △87,214

親会社株主に帰属
する当期純利益

205,755

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△8,693 △328 △168,466 △177,488 △177,488

当期変動額合計 △8,639 △328 △168,466 △177,488 △58,947

当期末残高 34,874 1,253 △121,838 △85,709 2,514,738
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連結注記表

＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 連結子会社の数

　 ３社

　 連結子会社の名称

　 株式会社ゼクシス

　 ＮＣＤテクノロジー株式会社

　 天津恩馳徳信息系統開発有限公司
　
(2) 主要な非連結子会社の名称等

　 主要な非連結子会社の名称

　 株式会社エヌシーディ

　 連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないため、連結範囲から除いております。
　

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。
　
(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　 主要な会社等の名称

　 株式会社エヌシーディ

　 持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等が、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない

ため、持分法の適用から除外しております。
　

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、天津恩馳徳信息系統開発有限公司の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

　 満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法
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② たな卸資産

　 商品及び製品

　 主に総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 仕掛品

　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（付属設備を除く）については、

定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物及び構築物 10～22年

　 工具、器具及び備品 ５～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法

　なお、市場販売目的のソフトウェアについては、経済的耐用年数（３年）に基づく

定額法によっております。

　自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
　
(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

③ 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。
　
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、翌連結会計年度に一括費用処理することとしておりま

す。

　過去勤務費用については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

受注制作ソフトウェアの計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの

工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

　 その他のもの

　 検収基準
　

(6) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り５年から７年で定額法に

より償却することとしております。
　

(7) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっております。

　
＜会計方針の変更＞

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９

月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続してい

る場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連

費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度

の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響

額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更いたします。加え

て、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58―２項（4）、連結会計基準第44―５

項（4）及び事業分離等会計基準第57―４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計

年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

＜表示方法の変更＞

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外収益」の「受取家賃」は金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約損」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「減損損失」は金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月26日 19時59分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



＜連結貸借対照表に関する注記＞

　1.担保に供している資産 現金及び預金 67,000千円

建物及び構築物 22,564千円

土地 112,287千円

投資有価証券 24,930千円

計 226,782千円

　

上記に対応する債務 短期借入金 307,501千円

　
　2.有形固定資産の減価償却累計額 1,035,078千円

　
＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 8,800,000株

　
2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日 効力発生日

平成27年６月24日

定 時 株 主 総 会
普通株式 43,607千円 5円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月25日

平成27年10月30日

取 締 役 会
普通株式 43,607千円 5円00銭 平成27年９月30日 平成27年12月２日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの
　

決 議 株式の種類
配当の

原 資

配当金の

総 額

１ 株
当 た り
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成28年５月16日

取 締 役 会
普通株式 利益剰余金 43,607千円 5円00銭 平成28年３月31日 平成28年６月27日

　
＜金融商品に関する注記＞

1. 金融商品の状況に関する事項

　 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金融機関から

の借入により資金を調達しております。投機的な取引は行わない方針であります。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に従い、リスクの軽減を図

っております。投資有価証券である株式及び債券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を

把握しております。

　買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。借入金は主に運転資金及び設備投資に係

る資金調達であります。このうち、金利の変動リスクに晒されている変動金利の借入金は、

短期的な資金調達手段として利用しております。また、流動性リスクに晒されている営業債

務や借入金は、月次に資金繰計画を作成・更新することにより管理しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

① 現金及び預金 2,440,318 2,440,318 -

② 受取手形及び売掛金 2,023,444 2,022,953 △491

③ 投資有価証券

　 満期保有目的の債券 204,091 205,770 1,678

　 投資有価証券（その他有価証券） 151,155 151,155 -

④ リース債権及びリース投資資産 2,678,089 2,606,948 △71,141

資 産 計 7,497,099 7,427,145 △69,953

① 買掛金 609,249 609,249 -

② 短期借入金 907,301 907,301 -

③ 長期借入金 100,000 98,827 △1,172

④ リース債務 2,804,175 2,782,207 △21,968

負 債 計 4,420,725 4,397,584 △23,141

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資産

　 ① 現金及び預金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

　 ② 受取手形及び売掛金
　これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及
び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

　 ③ 投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引
金融機関から提示された価格によっております。

　 ④ リース債権及びリース投資資産
　これらの時価については、リース料債権ごとに将来キャッシュ・フローを満期までの期間及
び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。
　なお、流動資産のリース債権及びリース投資資産を含めて表示しております。

　
負債

　 ① 買掛金及び② 短期借入金
　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　 ③ 長期借入金及び④ リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

なお、長期借入金には１年内返済予定の長期借入金、リース債務には流動負債のリース債務
をそれぞれ含めて表示しております。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額29,144千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券」には含めておりません。
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＜１株当たり情報に関する注記＞

1. １株当たり純資産額 288円33銭
　

2. １株当たり当期純利益 23円59銭
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貸借対照表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 4,841,827 流動負債 3,527,871

現金及び預金 1,721,942 買掛金 613,975

売掛金 1,713,481 短期借入金 899,801

リース投資資産 832,496 １年内返済予定の長期借入金 75,000

商品及び製品 26,327 リース債務 824,355

仕掛品 173,737 未払金 238,048

前払費用 48,297 未払費用 189,840

立替金 123,859 未払法人税等 68,786

繰延税金資産 166,437 前受金 70,637

その他 46,689 預り金 65,488

貸倒引当金 △11,440 賞与引当金 410,152

固定資産 4,661,249 その他 71,785

有形固定資産 882,470 固定負債 3,459,443

建物 63,033 長期借入金 25,000

構築物 6,245 リース債務 1,976,812

車両運搬具 0 退職給付引当金 1,270,378

工具、器具及び備品 295,721 役員退職慰労引当金 119,747

土地 317,735 その他 67,505

リース資産 199,734 負債合計 6,987,315

無形固定資産 112,203 （純資産の部）

ソフトウェア 106,195 株主資本 2,482,912

その他 6,007 資本金 438,750

投資その他の資産 3,666,576 資本剰余金 903,593

投資有価証券 145,769 資本準備金 903,593

関係会社株式 1,050,901 利益剰余金 1,159,971

長期貸付金 70 利益準備金 59,000

繰延税金資産 401,810 その他利益剰余金 1,100,971

敷金及び保証金 208,784 別途積立金 1,000,000

リース投資資産 1,845,593 繰越利益剰余金 100,971

その他 13,646 自己株式 △19,402

評価・換算差額等 32,850

その他有価証券評価差額金 32,850

純資産合計 2,515,762

資産合計 9,503,077 負債純資産合計 9,503,077
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損益計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 11,720,488

売上原価 9,988,813

売上総利益 1,731,674

販売費及び一般管理費 1,396,945

営業利益 334,729

営業外収益

受取利息及び配当金 3,955

補助金収入 16,920

受取家賃 3,448

その他 5,795 30,119

営業外費用

支払利息 15,226

固定資産除却損 5,015

その他 2,857 23,099

経常利益 341,749

特別損失

固定資産除却損 19,459

減損損失 2,615 22,075

税引前当期純利益 319,673

法人税、住民税及び事業税 112,349

法人税等調整額 23,805 136,155

当期純利益 183,518
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株主資本等変動計算書

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

（単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 438,750 903,593 59,000 1,000,000 4,667 1,063,667

当期変動額

剰余金の配当 △87,214 △87,214

当期純利益 183,518 183,518

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 - - - - 96,303 96,303

当期末残高 438,750 903,593 59,000 1,000,000 100,971 1,159,971

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

当期首残高 △19,402 2,386,608 33,883 2,420,492

当期変動額

剰余金の配当 △87,214 △87,214

当期純利益 183,518 183,518

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△1,033 △1,033

当期変動額合計 - 96,303 △1,033 95,269

当期末残高 △19,402 2,482,912 32,850 2,515,762
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個別注記表

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

　 時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　①商品及び製品

　 主に総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　②仕掛品

　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（付属設備を除く）については、定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物 10～22年

　 工具、器具及び備品 ５～20年

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

　なお、市場販売目的のソフトウェアについては、経済的耐用年数（３年）に基づく定額法

によっております。

　自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(3)リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
3. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2)賞与引当金

　 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、翌事業年度に一括費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。

(4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　
4. 収益及び費用の計上基準

　 受注制作ソフトウェアの計上基準

　 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの

　 工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）

　 その他のもの

　 検収基準

　
5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異な

ります。

(2)消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

　

＜会計方針の変更＞

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以

下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業

年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年

度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区分表示するとと

もに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更いたします。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計

基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

＜表示方法の変更＞

（貸借対照表）

前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「未払消費税等」は金額的重要性

が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
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＜貸借対照表に関する注記＞

1. 担保に供している資産 現金及び預金 67,000千円

建物 22,564千円

土地 112,287千円

投資有価証券 5,215千円

　 計 207,066千円

　 上記に対応する債務 短期借入金 300,001千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,008,794千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 短期金銭債権 4,633千円

短期金銭債務 37,851千円
　
＜損益計算書に関する注記＞

　 関係会社との取引高 売上高 4,798千円

営業費用 399,643千円
　
＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 78,516株
　
＜税効果会計に関する注記＞

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　 退職給付引当金 388,849千円

　 賞与引当金 126,736千円

　 役員退職慰労引当金 36,642千円

　 資産除去債務 20,866千円

　 未払社会保険料 17,750千円

　 その他 50,169千円

　繰延税金資産小計 641,015千円

　 評価性引当額 △50,914千円

　繰延税金資産合計 590,100千円

　繰延税金負債

　 有形固定資産 △7,368千円

　 その他有価証券評価差額金 △14,484千円

　繰延税金負債合計 △21,852千円

　繰延税金資産の純額 568,247千円
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2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年

３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3

％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは

30.9％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が29,795千円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が30,600千円、その他有価証券評価差額金額が804千円それ

ぞれ増加しております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

1. １株当たり純資産額 288円45銭

2. １株当たり当期純利益 21円04銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 誠 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 野 原 徳 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本コンピュータ・ダイナミクス
株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月18日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 誠 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 野 原 徳 郎 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本コンピュータ・ダイナ
ミクス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第51期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの第51期事業年度の取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　
（3）連結計算書類の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　
平成28年5月27日
　 日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社 監査等委員会

監査等委員 中 山 かつお ㊞
監査等委員 井 元 義 久 ㊞
監査等委員 仙北谷 哲 男 ㊞

（注）監査等委員の中山かつお、井元義久、及び仙北谷哲男は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に規定する社外取締役であります。

　
以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

　パーキングシステム事業の多様化と今後の事業展開に備えるため、現行定

款第２条に事業目的を追加するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条 当会社は次の事業を営むこと

を目的とする。
１．コンピュータシステムの導

入、設計、製造に関するコ
ンサルティング

２．コンピュータシステムの開
発、メンテナンス、運用管
理及び技術者派遣に関する
業務

３．コンピュータソフトウェア
パッケージの開発及び販売

４．コンピュータ及びその周辺
機器の販売

５．コンピュータの利用に関す
る技術支援サービス

６．自転車駐車場の経営並びに
設備機器及び関連システム
の開発、販売、運用

７．建築工事及び土木工事の請
負

（新設）

８．前各号に関連する一切の業
務

（目的）
第２条 当会社は次の事業を営むこと

を目的とする。
１．コンピュータシステムの導

入、設計、製造に関するコ
ンサルティング

２．コンピュータシステムの開
発、メンテナンス、運用管
理及び技術者派遣に関する
業務

３．コンピュータソフトウェア
パッケージの開発及び販売

４．コンピュータ及びその周辺
機器の販売

５．コンピュータの利用に関す
る技術支援サービス

６．自転車駐車場の経営並びに
設備機器及び関連システム
の開発、販売、運用

７．建築工事及び土木工事の請
負

８．古物営業法に基づく古物の
売買

９．前各号に関連する一切の業
務
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）７名選任の件
現在の取締役（監査等委員である取締役を除く）７名は全員任期満了となりま

す。つきましては改めて取締役（監査等委員である取締役を除く）７名の選任を
お願いするものであります。

なあ、監査等委員会から、各候補者は当社の取締役として適任であるとの意見
表明を受けております。
取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。
　

番
号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１

下
しも

　條 治
じょう おさむ

(昭和33年１月19日生)

昭和61年３月 当社入社 118,000株

平成９年10月 当社北海道支店長

平成12年11月 株式会社日本システムリサーチ（現ＮＣＤ

テクノロジー株式会社）取締役(現任)
平成17年４月 同社代表取締役社長

平成20年６月 当社取締役執行役員

平成22年４月 当社第２システムソリューション事業部長

平成24年４月 当社代表取締役社長（現任）

平成28年５月 株式会社ゼクシス取締役（現任）

２

村
むら

山
やま

　 俊
とし

生
お

(昭和25年５月30日生)

昭和46年４月 当社入社 167,000株

平成元年７月 当社取締役

平成10年６月 当社常務取締役

平成16年５月 株式会社日本システムリサーチ（現ＮＣＤ

テクノロジー株式会社）取締役
平成19年６月 当社常勤監査役

平成23年５月 株式会社日本システムリサーチ（現ＮＣＤ

テクノロジー株式会社）監査役
平成27年６月 当社取締役執行役員新ビジネス推進部長

（現任）

３

森　
もり

山 聡
やま あきら

(昭和36年４月２日生)

昭和57年４月 当社入社 28,000株

平成10年４月 当社クライアントエンジニアリング事業

部長
平成14年４月 当社ソリューションシステム１部長

平成14年７月 当社執行役員（現任）

平成16年６月 当社取締役（現任）

平成19年４月 当社システムソリューション事業部長

平成22年４月 当社第１システムソリューション事業部長

平成24年４月 当社経営企画室長兼情報管理部担当

平成28年４月 当社経営企画室長（現任）

４

上
うえ

田　
だ

晋 太 郎
しん た ろう

(昭和39年８月７日生)

平成13年５月 当社入社 9,100株

平成18年４月 当社パーキングシステム事業部営業２部長

平成23年４月 当社執行役員（現任）

当社パーキングシステム事業部副事業部長
平成24年４月 当社パーキングシステム事業部長

平成26年６月 当社取締役（現任）

平成28年４月 当社パーキングシステム事業部長兼新公共

政策推進室担当（現任）
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番
号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

５

高　木
たか ぎ

　 洋　二
よう じ

(昭和24年７月25日生)

昭和48年４月 大阪商船三井船舶株式会社（現株式会社商

船三井）入社

0株

平成10年７月 商船三井システムズ株式会社取締役

平成16年７月 同社常務取締役

平成22年７月 同社専務取締役

平成24年６月 同社顧問

平成27年６月 当社社外取締役（現任）

６
※

小
こ

　林
ばやし

　 勇　記
ゆう き

(昭和37年12月９日生)

平成10年12月 当社入社 4,100株

平成18年４月 当社経理部長

平成25年４月 当社執行役員（現任）

平成27年４月 当社管理本部長兼経理部長（現任）

平成28年５月 株式会社ゼクシス取締役（現任）

７
※

高　木
たか ぎ

　 洋
ひろし

(昭和43年７月４日生)

平成５年４月 アメリカンライフインシュアランスカンパ
ニー（現メットライフ生命保険株式会社）
入社

0株

平成28年４月 当社入社

当社執行役員ＩＴ事業統括担当（現任）
　
（注）１．※印は新任の取締役候補者であります。
　 ２．各取締役候補者と当社の間には、特別な利害関係はありません。
　 ３．高木洋二氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ており

ます。
　 ４．高木洋二氏を社外取締役候補者とした理由は、商船三井システムズ株式会社における豊富

な経営経験をもとに、経営上の重要事項の決定、業務執行の監督等に十分な役割を果たし
ていただけるものと判断したためであります。なお、同氏の当社取締役の在任期間は、本
総会終結の時をもって1年となります。

　 ５．当社は、高木洋二氏が取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第1項に基づく
責任限定契約を締結する予定です。当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第425条第1
項に定める最低責任限度額となります。

　
第３号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって取締役を退任されます伊藤敬夫氏、岸賢氏に対し、在

任中の功労に報いるため、当社における一定の基準による相当額の範囲内で慰労

金を贈呈したいと存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存

じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

伊 藤 敬 夫

平成元年5月 当社入社

平成15年6月 当社取締役

平成18年6月 当社代表取締役社長

平成24年4月 当社取締役会長

平成27年6月 当社取締役相談役（現任）

岸 賢
昭和54年4月 当社入社

平成16年6月 当社取締役（現任）

以 上
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【議決権の行使等についてのご案内】

１．代理人による議決権行使
　株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人とし
て株主総会にご出席いただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご
提出が必要となりますのでご了承ください。

２．インターネットによる議決権行使のお手続きについて
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行
使していただきますようお願い申し上げます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権
行使のお手続きはいずれも不要です。

記
　(1) 議決権行使サイトについて

① インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯
電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使
サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実
施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止しま
す。）
※「iモード」は(株)NTTドコモ、「EZweb」はKDDI(株)、「Yahoo!」は米国Yahoo!
Inc.の商標または登録商標です。

② パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続に
ファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定さ
れている場合、proxyサーバーをご利用の場合、ＴＬＳ暗号化通信を指定されて
いない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない
場合もございます。

③ 携帯電話による議決権行使は、ⅰモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれか
のサービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、ＴＬＳ暗号化
通信および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

④ インターネットによる議決権行使は、平成28年６月23日（木曜日）の午後５
時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等
がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

　(2) インターネットによる議決権行使方法について
① 議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に

記載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の
案内に従って賛否をご入力ください。

② 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容
の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パ
スワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

③ 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご
通知いたします。
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　(3) 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
① 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インター
ネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご
了承ください。

② インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行
使された内容を有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと
携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効
とさせていただきます。

　(4) 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料
金等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パ
ケット通信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの
料金も株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク)

電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料)

以 上
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〈メ モ 欄〉
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第51回定時株主総会会場ご案内図

　

会 場 東京都品川区西五反田四丁目32番１号

東京日産西五反田ビル２号館２階 当社本社会議室

電話 03－5437－1021（代表）

●交通経路

　 ・東急目黒線（東京メトロ南北線、都営地下鉄三田線相互乗り入れ)

　 不動前駅より徒歩２分
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